
平成２９年度 京都市政策評価委員会

日時：平成３０年１月１６日（火）

   午前１０時００から正午

場所：職員会館かもがわ２階第５会議室
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１ 開 会 
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１ 平成２９年度政策評価の流れ

 ２ 平成２９年度政策評価の結果及び政策評価の改善状況

 ３ 平成３０年度政策評価の改善の検討状況

（１）市民生活実感調査における設問の追加

  （２）市民生活実感調査におけるインターネットの活用

４ 市民意見の受付状況

５ その他 

３ 閉 会 
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政策評価票の作成② 

客観指標評価，市民生

活実感評価，施策評価

結果を基に，政策評価

票を作成

市民生活 
実感調査 

市民３千人(外国
籍を含む)を無作
為抽出し，調査票
を郵送 

委員会等からの
意見を踏まえ，
制度の充実・改善

施策評価票の作成② 

※客観指標評価,市民生活 

実感評価を基に施策の 

評価票を作成 

政策評価票と 
施策評価票の 

作成① 

※客観指標基礎 
 データの作成
※より適切な
 指標の検討

委員会等からの
意見を踏まえ，
制度の充実・改善

評価結果 
公表 

市会報告 
(広報･HP 等) 
<9/21> 

委員会からの意見公表 

(28年度評価結果を受けて)

<4/17> 

政策評価 
委員会 
<1/16> 

※評価結果の報告 
※評価制度の改善
案の検討 

委員会からの

意見公表 

(29年度評価 

結果を受けて) 

<3 月> 

【市民公募委員】 
7 月:募集（6/30～7/31） 
8 月:選考 

新任委員への 
事前説明 
＜11/21＞ 

市民生活実感調査の改善検討 

（設問の追加，インターネットを活用した調査） 
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平成２９年度政策評価において追加・見直しを行った客観指標　【総括表】

項目 政策 施策 合計

 １　　「京プラン 実施計画 第２ステージ」策定に伴い追加・見直しを行ったもの 4 2 6

 ２　　新たに策定・改定した分野別計画の目標に併せて追加・見直したもの 3 8 11

 ３　　より適切に評価するために追加・見直したもの 4 4 8

 ４　　目標達成に伴い，指標の目標値を見直したもの 1 5 6

合　　　　　計 12 19 31

資料３



追加・見直しを行った客観指標　【政策】

備考

指標名 目標値 目標値根拠
単年度
目標値

単年度
目標根拠

指標名 目標値 目標値根拠
単年度
目標値

単年度
目標根拠

（変更理由）

１　「京プラン 実施計画 第２ステージ」策定に伴い追加・見直しを行ったもの

17
保健衛生・
医療

40～64歳男性の日常
生活において歩行また
は同等の身体活動を１
日１時間以上実施して
いる人の割合

51.0%
「はばたけ未来へ！京
プラン」実施計画第２ス
テージ

44.5%

平成32年度目標値の
達成に向け，中長期目
標から各年度の目標を
等差的に設定（毎年度
1.3％改善）

男性の健康寿命 80.3歳
京都市民健康づくりプラ
ン（第２次）

79.2歳

平成32年度目標値の達
成のために当該年度達
成すべき数値（毎年度
0.18歳改善）

「はばたけ未来へ！京
プラン」実施計画第２ス
テージに掲げる目標値
に見直し

17
保健衛生・
医療

40～64歳女性の日常
生活において歩行また
は同等の身体活動を１
日１時間以上実施して
いる人の割合

52.0%
「はばたけ未来へ！京
プラン」実施計画第２ス
テージ

46.5%

平成32年度目標値の
達成に向け，中長期目
標から各年度の目標を
等差的に設定（毎年度
1.1％改善）

女性の健康寿命 86.7歳
京都市民健康づくりプラ
ン（第２次）

84.4歳

平成32年度目標値の達
成のために当該年度達
成すべき数値（毎年度
0.38歳改善）

同上

17
保健衛生・
医療

65歳以上男性の日常
生活において歩行また
は同等の身体活動を１
日１時間以上実施して
いる人の割合

66.0%
「はばたけ未来へ！京
プラン」実施計画第２ス
テージ

58.9%

平成32年度目標値の
達成に向け，中長期目
標から各年度の目標を
等差的に設定（毎年度
1.4％改善）

男性の健康寿命 80.3歳
京都市民健康づくりプラ
ン（第２次）

79.2歳

平成32年度目標値の達
成のために当該年度達
成すべき数値（毎年度
0.18歳改善）

同上

17
保健衛生・
医療

65歳以上女性の日常
生活において歩行また
は同等の身体活動を１
日１時間以上実施して
いる人の割合

63.0%
「はばたけ未来へ！京
プラン」実施計画第２ス
テージ

58.6%

平成32年度目標値の
達成に向け，中長期目
標から各年度の目標を
等差的に設定（毎年度
0.9％改善）

女性の健康寿命 86.7歳
京都市民健康づくりプラ
ン（第２次）

84.4歳

平成32年度目標値の達
成のために当該年度達
成すべき数値（毎年度
0.38歳改善）

同上

２　新たに策定・改定した分野別計画の目標に併せて追加・見直したもの

2
人権・男女
共同参画

男女いずれの委員の
登用率も35％を超える
附属機関等の割合

65.0%

第4次男女共同参画計
画「きょうと男女共同参
画推進プラン」（改訂
版）

58.1%

平成32年度目標65％
を達成するため，平成
27年度実績（56.3％）を
基に按分した数値

くるみんマーク取得企業
数

72社
第4次男女共同参画計
画「きょうと男女共同参
画推進プラン」

47社

22年度現況値(24.4%)と
32年度目標値から当該
年度達成すべき数字を
等比的に算出

第4次男女共同参画計
画「きょうと男女共同参
画推進プラン」の改定に
伴う見直し

2
人権・男女
共同参画

「京都モデル」ワーク・
ライフ・バランス推進企
業認証制度の認証企
業数

350

市内に事業所のある宣
言企業を平成32年度ま
でに3,200社とし，その
うち約10.9％（平成26年
度の京都市内宣言企
業における京都市内認
証企業の割合）を認証
企業とすることを目標と
する。

219

32年度の目標達成の
ために当年度達成すべ
き数値（29年度252社，
30年度287社，31年度
317社，32年度350社）

ワーク・ライフ・バランス
の取組が認証基準点
（130点）以上の企業の
数

180

市内に事業所のある宣
言企業を平成32年度ま
でに800社とし，そのうち
約2割を本指標に掲げ
た認証企業として22年
度時点の企業数（約20
社）から増やすことを目
指す。

100

平成32年度目標を達成
するため，平成32年度
まで16社／年の増（160
社増）を達成させる。

同上

14 障害者福祉
精神科病院から地域生
活に移行する者の割合

91.0%

第4期京都市障害者福
祉計画
※「入院後１年経過時
点での退院率」

91.0%
第4期京都市障害者福
祉計画

精神科病院から地域生
活に移行する者の割合

－

第3期京都市障害者福
祉計画
※1年未満入院者の年
間平均退院率

71.0%
京都市障害者福祉計画
に基づく年間目標値

「京都市障害者福祉計
画」が第4期へ移行した
ことに伴う見直し

３　より適切に評価するために追加・見直したもの

14 障害者福祉
総合支援学校高等部卒
業生の企業等就職者数
（人）

600

今後10年間（23～32年
度）の総合支援学校高
等部卒業生の企業等就
職者数を，過去10年間
（13～22年度：365人）の
50％を上回る600人とす
る。

360
（累積）

32年度の目標達成のた
めに当年度達成すべき
数値（毎年度60人増）

総合支援学校高等部卒
業生の企業等就職者数
（人）

600

今後10年間（23～32年
度）の総合支援学校高
等部卒業生の企業等就
職者数を，過去10年間
（13～22年度：365人）の
50％を上回る600人とす
る。

60
32年度の目標達成のた
めに当年度達成すべき
数値（毎年度60人増）

32年度目標値600名に
対する達成度を明確に
するために，単年度目
標値を，累計に変更

２９年度 ２８年度
政策
番号

政策分野

1



備考

指標名 目標値 目標値根拠
単年度
目標値

単年度
目標根拠

指標名 目標値 目標値根拠
単年度
目標値

単年度
目標根拠

（変更理由）

２９年度 ２８年度
政策
番号

政策分野

18 学校教育
総合支援学校高等部卒
業生の企業等就職者数
（人）

600

今後10年間（23～32年
度）の総合支援学校高
等部卒業生の企業等就
職者数を，過去10年間
（13～22年度：365人）の
50％を上回る600人とす
る。

360
（累積）

32年度の目標達成のた
めに当年度達成すべき
数値（毎年度60人増）

総合支援学校高等部卒
業生の企業等就職者数
（人）

600

今後10年間（23～32年
度）の総合支援学校高
等部卒業生の企業等就
職者数を，過去10年間
（13～22年度：365人）の
50％を上回る600人とす
る。

60
32年度の目標達成のた
めに当年度達成すべき
数値（毎年度60人増）

32年度目標値600名に
対する達成度を明確に
するために，単年度目
標値を，累計に変更

22 景観
屋外広告物等に係る許
可件数（件）

1,680
複数年（年度の件数集
計が可能な平成20～22
年度）の平均値

4,197
3年前（平成25年度）の
許可件数

屋外広告物等に係る許
可件数（件）

1,680
複数年（年度の件数集
計が可能な平成20～22
年度）の平均値

4,007
複数年（過去３年間（平
成24年～26年度））の平
均値

集中的な是正指導によ
り適正化率が向上した
ため，単年度目標を更
新時期を迎える3年前の
許可件数に設定すると
ともに，評価基準を見直
し

23 建築物
定期的に安全点検され
た既存建築物件数（件）

7,000

市内の既存建築物のう
ち多くの市民に影響を
与える建築物を中心とし
て，安全指導の必要性
や重要性が高いものの
数を推計

4,560

平成32年度目標値であ
る7,000件の達成のため
に当年度に達成すべき
数値

定期的に安全点検され
た既存建築物件数（件）

10,000

市内の既存建築物のう
ち多くの市民に影響を
与える建築物を中心とし
て，安全指導の必要性
や重要性が高いものの
数を推計

3,860

京プラン実施計画にお
ける平成32年度の目標
値達成のために，当該
年度に達成すべき数値

建築基準法の改正に伴
い，定期報告の対象と
なる建築物数を変更

４　目標達成に伴い，指標の目標値を見直したもの

27 くらしの水
水共生の取組の進捗率
（レーダーチャート面
積）（％）

205.1 100％の達成を目指す 157.2

各指標の当該年度の目
標進捗率をレーダー
チャートに変換したとき
の面積

水共生の取組の進捗率
（レーダーチャート面
積）（％）

100.0 100％の達成を目指す 145.9

各指標の当該年度の目
標進捗率をレーダー
チャートに変換したとき
の面積

５つの取組の１つである
「水共生学習会の実施」
において，中長期目標
の達成に伴い，目標値
を再設定したことにあわ
せて，レーダーチャート
面積の目標値を変更

2



追加・見直しを行った客観指標　【施策】

備考

指標名 目標値 目標値根拠
中長期
目標値

中長期
目標根拠

指標名 目標値 目標値根拠
中長期
目標値

中長期
目標根拠

（変更理由）

１　「京プラン 実施計画 第２ステージ」策定に伴い追加・見直しを行ったもの

0802 産業・商業
コンテンツ関連商品の
開発数（件）

729

計画終了年次（32年
度）の目標達成に向け
た単年度ごとの目標値
28年度：729件，29年
度：829件，30年度：
929件，31年度：1,029
件，32年度：1,129件

1,129
「はばたけ未来へ！京
プラン」実施計画第２ス
テージ

コンテンツ産業に係るビ
ジネスマッチング件数
（件）

200

事業の最終目標200件
に向けた単年度ごとの
目標値
平成25年度：100件，平
成26年度：150件，平成
27年度：200件

200
「はばたけ未来へ！京
プラン」実施計画

「はばたけ未来へ！京
プラン」実施計画第２ス
テージに掲げる目標値
に見直し

2502 道と緑
記念植樹奨励事業によ
る植樹本数（本）

180 中長期目標と同様 180
「はばたけ未来へ！京
プラン」実施計画第２ス
テージ

記念植樹奨励事業によ
る植樹本数（本）

120 中長期目標と同様 120
第1次京のみどり推進プ
ランに記載された目標
値

同上

２　新たに策定・改定した分野別計画の目標に併せて追加・見直したもの

0204
人権・男女
共同参画

「京都モデル」ワーク・
ライフ・バランス推進企
業認証制度の認証企
業数（社）

219

32年度の目標達成の
ため，当該年度達成す
べき数値
（29年度252社，30年
度287社，31年度317
社，32年度350社）

350

市内に事業所のある
宣言企業を平成32年
度までに，3200社とし，
そのうち約10.9％（平
成26年度の京都市内
宣言企業における京都
市内認証企業の割合）
を認証企業とすること
を目標とする

ワーク・ライフ・バランス
の取組が認証基準点
（130点）以上の企業の
数（社）

100

中長期目標を達成する
ため平成32年度までに
16社／年の増（160社）
を達成させる

180

市内に事業所のある宣
言企業を平成32年度ま
でに800社とし，そのう
ち約2割を本指標に掲
げた認証企業として22
年度時点の企業数（約
20社）から増やすことを
目指す

第4次男女共同参画計
画「きょうと男女共同参
画推進プラン」の改定
に伴う見直し

0501
市民生活
の安全

交通事故による死者数
（人）

29人以下

第2次生活安全基本計
画（改定版）における
平成32年度の目標値
（20人以下）から各年
度の目標値を等差的
に算出

20人以下
第2次生活安全基本計
画（改定版）

交通事故による死者数
（人）

32人以下

平成22年度の目標値
（40人以下）と，平成32
年の目標値（25人以
下）から，各年度の目標
を等差的（-1.5人/年）
に算出

25人以下
第2次生活安全基本計
画

第2次生活安全基本計
画の改定に伴う見直し

0501
市民生活
の安全

交通事故による死傷者
数（人）

8，200人以下

第2次生活安全基本計
画（改定版）における
平成32年度の目標値
（5，200人以下）から各
年度の目標値を等差
的に算出

5，200人以下
第2次生活安全基本計
画（改定版）

交通事故による死者数
（人）

8，950人以下

平成22年度の目標値
（12,000人以下）と，平
成32年の目標値（5,900
人以下）から，各年度の
目標を等差的に算出

5,900人以下
第2次生活安全基本計
画

第2次生活安全基本計
画の改定に伴う見直し

0803 産業・商業

京都市産業技術研究
所における技術相談件
数，依頼試験・分析，設
備機器利用の件数
（件）

22,364

過去3年（平成25年度，
平成26年度，平成27年
度）の平均値を元に算
出

－ －

産業技術研究所におけ
る企業・事業所からの
依頼試験・技術相談の
実施件数（件）

15,496

過去3年（平成24年度，
平成25年度，平成26年
度）の平均値を元に算
出

－ －
京都市産業戦略ビジョ
ン策定に伴う見直し

1701
保健衛生・
医療

自殺による死亡者数
（人）

225
平成33年度に200人以
下とするために当該年
度達成すべき数値

200以下
京都市自殺総合対策
推進計画（改定）

自殺による死亡者数
（人）

252
平成28年度に240人以
下とするために当該年
度達成すべき数値

240以下
京都市自殺総合対策
推進計画

京都市自殺総合対策
推進計画の改定に伴う
見直し

2501 道と緑
緊急輸送道路における
橋りょう耐震補強率
（％）

75.4

中長期目標までの残年
数内に目標を達成する
ために必要な当該年度
の進捗割合

98.2

「いのちを守る橋りょう
健全化プログラム」（第2
期）（H29～H33）に掲
げる緊急輸送道路上の
14橋を耐震補強

緊急輸送道路における
橋りょう耐震補強率
（％）

71.9

中長期目標までの残年
数内に目標を達成する
ために必要な当該年度
の進捗割合

75.4

「いのちを守る橋りょう
健全化プログラム」（第1
期）（H24～H28）に掲
げる14橋全てを耐震補
強

第２期「いのちを守る橋
りょう健全化プログラム」
への移行に伴う見直し

施策
番号

政策分野
２９年度 ２８年度

3



備考

指標名 目標値 目標値根拠
中長期
目標値

中長期
目標根拠

指標名 目標値 目標値根拠
中長期
目標値

中長期
目標根拠

（変更理由）

施策
番号

政策分野
２９年度 ２８年度

2502 道と緑 緑化助成面積（㎡） 6,000 中長期目標と同様
6,000

（32年度）
京都市緑の基本計画
に基づく事業一覧

緑化助成面積（㎡） 6,000 中長期目標と同様
6000

（27年度）

第1次京のみどり推進プ
ランに記載された目標
値

「京都市緑の基本計画
に基づく事業一覧」の
策定に伴う見直し

2502 道と緑
市民公募型緑化推進
事業による植樹本数
（本）

1,000 中長期目標と同様 1,000
京都市緑の基本計画
に基づく事業一覧

市民公募型緑化推進
事業による植樹本数
（本）

500 中長期目標と同様 500
第1次京のみどり推進プ
ランに記載された目標
値

「京都市緑の基本計画
に基づく事業一覧」の
策定に伴う見直し

３　より適切に評価するために追加・見直したもの

0808 産業・商業
不本意非正規雇用比
率（％）

12.0

中長期目標達成のた
めに当年度達成すべ
き数値＝平成28年度
現況地（12.0％）と目標
数値（平成32年度
10.0％）から各年度の
目標数値を等差的に
算出

10.0
厚生労働省（正社員転
換・待遇改善実現プラ
ン）の目標に同調

－ － － － －

雇用政策が，雇用創出
（量）から，雇用の質に
シフトしていることを踏ま
えて追加

0901 観光 延べ宿泊数（万泊） 2,036

前年からの改善
※算出方法
実人数と延べ人数の
差から係数を出し，実
人数のみしか回答して
いない施設に係数をか
けて延べ人数を出し，
最終合計を出す

－ － 延べ宿泊数（万泊） 2,292.4

前年からの改善
※算出方法
観光客の宿泊者数×
平均宿泊日数

－ －
京都観光総合調査に
おける算出方法の変更
に伴う見直し

2202 景観
屋外広告物等に係る許
可件数（件）

4,197
3年前（平成25年度）の
許可件数

－ －
屋外広告物等に係る許
可件数（件）

4,007
複数年（過去３年間（平
成24年～26年度））の
平均値

－ －

集中的な是正指導によ
り適正化率が向上した
ため，単年度目標を更
新時期を迎える3年前
の許可件数に設定する
とともに，評価基準を見
直し

2302 建築物
対象建築物の定期報
告件数（件）

3,710

平成32年度の目標値
である5,000件の達成
のために，当年度達成
すべき数値

5,000
建築基準法改正後の
対象件数

対象建築物の定期報
告件数（件）

3,210

京プラン実施計画第2
ステージにおける32年
度の目標である8,000
件の達成のために当年
度達成すべき数値

8,000
京プラン実施計画第2
ステージに掲げる目標
値

建築基準法の改正に
伴い，定期報告の対象
となる建築物数を変更

４　目標達成に伴い，指標の目標値を見直したもの

0102 環境

「エコ学区」関連事業に
おける学習会及び省エ
ネ診断の実施件数
（件）

60
京プラン実施計画第2
ステージに基づく当年
度の目標値

－ － エコ学区宣言数（学区） 222
平成27年度の目標を達
成するために，当年度
達成すべき数値

222 全222学区での宣言

全222学区での宣言を
達成したことに伴い，学
区におけるエコ活動状
況を示す指標に見直し

2001 歩くまち
バリアフリー整備が完
了した駅数（駅）

33
平成32年度の目標達
成するために当該年度
に達成すべき数値

36

重点整備地区内の駅
（36）のうち，バリアフ
リー化整備が完了した
駅の割合

バリアフリー事業に着手
した地区数の割合（％）

95.7
平成30年度の目標達
成のために当該年度に
達成すべき数値

100

重点整備地区（23）のう
ち，「移動等円滑化基
本構想」の策定に着手
した地区の割合

全重点整備地区で「移
動等円滑化基本構想」
を策定したことに伴い，
施設整備の進捗状況を
示す指標に見直し

4



備考

指標名 目標値 目標値根拠
中長期
目標値

中長期
目標根拠

指標名 目標値 目標値根拠
中長期
目標値

中長期
目標根拠

（変更理由）

施策
番号

政策分野
２９年度 ２８年度

2502 道と緑
まちなかの花壇の設置
地区数（スポンサー花
壇）（地区）

12
中長期目標を残年数
で割って算出した数値
で設定

20
平成32年度に20地区
を目指して設定

まちなかの花壇の設置
地区数（スポンサー花
壇）（地区）

10 中長期目標と同様 10

目標（平成32年度に10
地区）達成に向け，設
置方法等を確立しモデ
ル地区を設けて実施す
る

中長期目標の達成に
伴い，目標値を再設定

2502 道と緑
街路樹の植樹本数
（本）

18,000
平成18年度～27年度
の平均植樹本数

90,000

平成18年度～27年度
の平均植樹本数
18,000本×5年間（平
成28年度～32年度）

街路樹の総本数
1,006,42

0
中長期目標と同様 1,006,420

平成21年度から
100,000本増加させる

中長期目標の達成に
伴い，総本数から，より
実態を反映する植樹本
数に見直し

2707 くらしの水
水共生学習会の実施
率（％）

60.0

平成23年度からの新規
事業として，平成32年
度までに累計40件の実
施を目指す。（単年度
目標：4件/年）

100.0
平成32年度に累計40
件（4件/年）を目指す。

水共生学習会の実施
率（％）

50.0

平成23年度からの新規
事業として，平成32年
度までに累計20件の実
施を目指す。（単年度
目標：2件/年）

100.0
平成32年度に累計20
件（2件/年）を目指す。

中長期目標の達成に
伴い，目標値を再設定
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資料４ 

市民生活実感調査における設問の追加について（試行） 

１ 政策評価制度に関する意見（平成 29 年 4 月） 

  調査結果が，市の各部局においてより一層活用されるものになるよう，調査する設問に，

各部局のニーズを反映した質問を取り入れることを検討されたい。具体的には，現行の市

民生活に関わる幅広い設問に加えて，「各部局が実際に政策・施策を推進する上で，必要

としている情報が得られる設問（聞きたいと思っている設問）」を追加することを提案す

る。 

２ 設問追加の考え方 

（１）追加設問の位置付け 

   市民生活実感調査は，同一の設問で継続して実施し，経年変化を測定する必要があり，

既に，現行の基本計画に基づいて５年間調査していることから，追加設問は市民生活

実感調査の結果には取り込まず，市民生活実感調査とは別の調査として位置付ける。 

（２）設問数 

  ・ 平成 29 年度の市民生活実感調査の設問は 94 問（生活実感 65 問，政策重要度 27 問，

市政関心度等 2 問）であり，回答の自由記述において，「回答に時間がかかる」，「質

問のボリュームが大き過ぎて，負担感がある」等の御意見が寄せられている。 

  ・ 更に多くの設問を追加すれば，回答者の負担が増え，回答率の低下に繋がる恐れが

あるため，全体で 100 問以内を目安とし，追加する設問は 5問程度とする。 

（３）市政総合アンケートとの役割分担 

  ・ 「各部局が実際に政策・施策を推進する上で，必要としている情報」であるが，政

策・施策を立案する・見直すことを目的に，市民意見やニーズに係るアンケート調査

を，市長公室広報担当が「市政総合アンケート」として毎年度２回程度実施している。 

  ・ 一方で，「市政総合アンケート」の実施を希望する所属が複数ある場合は，より重

要度の高い調査テーマが選定され，全ての希望所属がアンケート調査を実施できてい

ない状況がある。 

  ・ 「市政総合アンケート」の選定から漏れた所属に，「市民生活実感調査の追加設問」

の活用意向をヒアリングしたところ，２つの所属から前向きな回答を得ている。 

３ 平成 30 年度市民生活実感調査の設問追加（試行実施）

 ・ 追加設問の活用意向のある所属からは，下記のテーマが提示されている。 

   ①「花に対する意識調査」（花産業の振興，花関連業界の活性化に係る基礎資料） 

    調査内容：花を飾る習慣・贈る習慣，機会，場所，相手，購入価格，意識など 

   ②「ソーシャル・ビジネスについて」（ソーシャル・ビジネス振興の基礎資料） 

    調査内容：ソーシャル・ビジネスの認知度，倫理的消費等に対する認識など 

 ・ 30 年度の市民生活実感調査については，上記２テーマのいずれかで，設問追加を試行

的に実施する方向で，担当所属と調整を行う。 



資料５－１ 

市民生活実感調査におけるインターネットの活用について（試行） 

１ 政策評価制度に関する意見（平成 29 年 4 月）

  調査手法に関して，これまでの手法を大きく変えると結果を継続的に見ることができ

ないという課題や，コスト面の課題等があるものの，現行の方法に加えてインターネッ

トを活用した調査など，更なる充実の可能性について研究されたい。 

２ 試行実施のプロセスの検討 

（１）調査対象者への協力依頼方法 

    市民生活実感調査の対象は京都市在住の方であるため，住民基本台帳システムか

ら標本を抽出している。当システムでは標本のメールアドレスなどのデジタル情報

を把握していないため，インターネット調査に協力いただく場合も，抽出した調査

対象者の住所に協力依頼の文書とアンケート用紙（紙媒体）を送付する。 

（２）インターネット調査の媒体 

    インターネット調査の媒体としては，①京都市情報館（ＨＰ），②民間サービスと

して運用されている既存の調査システム，③今後，独自に構築する調査システムな

どが考えられるが，京都市の調査であるという信用を付与する必要があることや予

算上の制約があることから，①京都市情報館（ＨＰ）を活用する。 

３ インターネット活用時の課題・対応（案） 

（１）課題 

 文書回答とインターネット回答が併存することに伴い，「文書とインターネットの

両方に回答」「インターネットにおいて複数回答」「京都市民以外がインターネット

調査に回答」など，複数回答や調査対象者以外からの回答を防ぐ必要がある。 

（２）対応（案） 

①アクセス方法 

    アンケート用紙にＵＲＬ（ＱＲコード）とパスワード（※）を記載して，アクセ

スできる対象者を一定の制限をかける。 

    ※パスワードを付与することによって，アンケート用紙送付先と回答者が紐付い

てしまう可能性がある。個人情報保護の観点から，パスワードは一対一のもの

とせず，５０人のグループ単位で同一のパスワードを付与する。 

②複数回答の排除 

    「パスワード，回答内容が完全に一致する複数データ」の存在を確認し，存在す

る場合は削除する。 

    ※今年度調査における回答内容の完全一致の発生率：0.28％。パスワードのグル

ープ単位人数に細分化することで，偶発的な完全一致はほぼ発生しないと判断 

③回答数がグループ単位の人数を越えた場合の取扱 

     回答数が，同一パスワードのグループ単位人数を越える場合，当該グループの回

答については，下記のとおり取り扱う。 

    ・複数回答することができない，文書回答（郵送回答）のみを有効回答とし， 

    ・インターネット回答分については，全て無効回答として削除する。 



市民生活実感調査におけるインターネット活用 フロー 

＜検討（※１）＞ 

・重複回答を排除するため，パスワードが必要

・調査票とパスワードを１対１とすると，回答者

 の特定につながるため，グループ単位で付与。

・同一パスワードの単位人数  

１０名×３００グループ～５０名×６０グループ

 回答に，性別，年齢層，行政区などの属性情報が

 含まれるので，回答の個人特定を回避するため，

 パスワードの単位人数に一定の規模が必要

○アンケート調査票配布 ３,０００名分
・ＵＲＬ，検索ワード，QRコードの設定
・パスワードの付与（※１）

○アンケート調査対象の市民からの回答 

 ・文書回答（郵送返送。従来どおり）

 ・インターネット回答

  京都市情報館（ＨＰ）を活用

○アンケート調査回答の集計 

 ・同一パスワード単位での集計

○複数回答の排除

・同一パスワードで回答内容が完全一致する 

  ものを削除（※２） 

＜検討（※２）＞ 

・２９年度調査では，有効回答１,０６９のうち，
 ３つの回答で内容が完全一致（0.28％）。
・パスワードを設け細分化することにより，偶発的な

 内容一致を誤削除する危険性はほぼ排除できる

○回答数が，同一パスワードの単位人数以内 

のグループ

・有効回答として取り扱う 

○回答数が，同一パスワードの

 単位人数を越えるグループ 

・回答取扱の検討が必要（※３） 

＜検討（※３）＞ 

・回答の取扱として，下記の３案が考えられる。 

 ①同一パスワードの回答を全て無効とする 

  複数回答していない回答も，全て排除するこ

  とになる。

 ②単位人数分を無作為抽出し，有効回答とする 

  複数回答分も有効回答になる可能性がある。

 ③文書回答分のみを有効回答とする 

  複数回答していないインターネット回答も削

  除されるが，文書回答分は適切に取り扱える。

⇒ 案③を採用する 

○最終集計

・各パスワードの有効回答を合計

資料５－２ 



資料６  

【行政評価条例（市民の意見申出）】 

第１７条 市民は，行政評価等の方法，結果その他の事項に関し，当該行政評価等

を実施する実施機関に対し，意見を申し出ることができる。 

２ 実施機関は，前項の意見を受けた場合においては，これを誠実に処理し，その

処理の結果を公表しなければならない。 

３ 前項に定めるもののほか，実施機関は，行政評価に係る意見にあっては当該行

政評価を所管する委員会がある場合には当該委員会に，外郭団体経営評価に係る

意見にあっては専門員に当該意見の処理の結果を報告しなければならない。 

＜受付状況（政策評価制度に対する意見に限る）＞ 

  平成２３年度：８件 

  平成２４年度：２件 

  平成２５年度：６件 

  平成２６年度：０件 

  平成２７年度：０件 

  平成２８年度：１件（平成２９年３月１５日現在） 

  平成２９年度：０件（平成３０年１月９日現在） 

市民意見の受付状況 



参考資料１

京都市政策評価委員会設置要綱

（設置）

第１条 政策評価制度の公正な運用と向上を図るため，京都市行政活動及び外郭団体の経

営の評価に関する条例第１１条第１項に規定する委員会として，京都市政策評価委員会

（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事項）

第２条 委員会の所掌事項は，次の各号に掲げるものとする。

 政策評価制度の充実に向けた提案

 政策評価の手法についての助言及び提案

 自己評価の方法及び実施過程への助言

（組織）

第３条 委員会は，委員７名以内をもって組織する。

２ 委員のうち，２名以内の委員は公募により選出した者を，その他の委員は学識経験の

ある者その他市長が適当と認める者を，それぞれ市長が委嘱又は任命する。

（委員の任期）

第４条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間と

する。

２ 委員は再任されることができる。

（委員長及び副委員長）

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。

２ 委員長は，委員の互選により定め，副委員長は委員長が指名する。

３ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代理する。

５ 委員長及び副委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の指名する委員がその職

務を代理する。

（招集及び議事）

第６条 委員会は，委員長が招集する。

２ 委員長は，会議の議長となる。

３ 委員会は，委員長（委員長に事故があるときは，副委員長）及び委員の過半数が出席

しなければ，会議を開くことができない。

４ 委員会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。

５ 委員会は，必要があると認めるときは，委員以外の者に対して，意見の陳述，説明そ

の他の必要な協力を求めることができる。

（庶務）

第７条 委員会の庶務は，総合企画局において行う。

（補則）

第８条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が定め

る。



   附 則

（実施期日）

１ この要綱は，平成１９年６月１日から実施する。

（経過措置）

２ 第６条第１項の規定にかかわらず，最初の委員会は，市長が招集する。

（旧要綱の廃止）

３ 京都市政策評価制度評議会設置要綱（以下「旧要綱」という。）は，廃止する。

（経過措置） 

４ この要綱の施行の際，旧要綱に規定する委員である者は，この要綱の規定により委嘱

されたものとみなす。この場合において，その者の任期は，この要綱の規定にかかわら

ず，平成２０年３月３１日までとする。 

  附 則

（実施期日）

１ この要綱は，平成２７年４月１日から実施する。

（経過措置）

２ この要綱の実施の際現に委員である者の任期の残任期間は，第４条第１項本文の規定

にかかわらず，この要綱の実施の日における委員としての残任期間と同一の期間とする。











参考資料３ 
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１ 適切な客観指標の確保 

 ２１年度：各局等が適切な客観指標の設定，指標の再点検を行うための手順を分かり

やすく説明した「客観指標の設定マニュアル」を作成

 ２３年度：従来，施策指標から主要な指標を選んで設定していた「政策指標」を，施

策指標とは別に政策独自の指標を設定

 ２６年度：政策の客観指標評価に施策の客観指標評価を加味した客観指標総合評価の

実施により，政策評価と施策評価との乖離を縮減

２ 評価結果のより分かりやすい発信 

（１）政策・施策評価票の改善 

１９年度：経年変化の比較ができるよう，３年分の評価を掲載 

       総合評価の原因分析や今後の方向性に関する記載を追加 

       施策評価票への事務事業評価結果の記載につき，従来の主な事務事業名

に加えて，予算額，評価結果等を掲載 

  ２１年度：見開き２ページに統一し見やすさを改善 

  ２３年度：施策評価票の「この施策を構成する事務事業」欄に掲載する事務事業評

価結果について，従来は前年度分を掲載していたが，当年度分を掲載 

  ２６年度：客観指標と市民生活実感調査結果の原因分析を踏まえた本市の課題や方

向性の記載を充実

２８年度：施策評価票について，市民生活実感調査結果を過去２年分記載し，経年

変化を把握できるよう記載内容を充実

         政策・施策評価票について，総合評価（客観指標総合評価，市民生活実

感調査総合評価）が，ｃ評価（状況はどちらとも言えない）以下の場合

に原因分析を重点化することで，より分かりやすい評価票に改善 

（２）冊子「政策評価結果」の記載の充実

  ２０年度：点字版を作成 

  ２４年度：市民生活実感調査の概要を記載 

       市民意見申出の方法等を記載 

  ２６年度：評価結果を踏まえた市の課題や方向性の記載を充実 

  ２７年度：政策評価結果の経年変化やその原因・特徴がより把握しやすいよう記載

を充実 

    ２８年度：政策重要度と市民生活実感のマトリックスについて，前年度からの動向

が把握できるよう改善 

政策評価制度のこれまでの主な改善点等
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３ 評価結果の活用に向けた取組

２６年度：基本計画実施状況報告への評価結果記載による両者の連携 

 ２７年度：政策評価票と施策評価票，また政策及び施策の評価票と客観指標データ，

それぞれがスムーズに相互参照できる構成に改善 

 ２８年度：市民生活実感調査の集計データについて，市民や企業，教育機関等が利活

用できるよう，京都市オープンデータポータルサイト「KYOTO OPEN DATA」

（平成 28 年 11 月開設）に掲載 

（ホームページの充実） 

１９年度：全ページの閲覧を開始 

  ２２年度：評価結果のポイントが一目で分かるページを掲載 

  ２５年度：「よく分かる！京都市の政策評価制度」を掲載 
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◎窪田
く ぼ た

 好男
よ し お

京都府立大学公共政策学部教授 

 佐野
さ の

 亘
わたる

京都大学大学院地球環境学堂教授 

中村
なかむら

 博
ひろし

市民公募委員 

西島
にしじま

 有紀
ゆ き

市民公募委員 

◎委員長，○副委員長


